
32

特集　コロナに克つ　～ つながりと協同の新たな地平へ

05

取材にご協力いただいた冨田知宏氏

1. はじめに

　コロナ禍のもと、地域の中小企業の経営は一段
と厳しいものとなりつつある。このような中で、
京都信用金庫（以下では京都信金と略）の取り組
みが経済紙で報じられるなど注目をあつめている

（「京都信金が新中計　コロナ対応プロジェクト発
足」『日本経済新聞』2020/6/26 付け）。果たして
いかなる取り組みがなされているのか、この点に
ついて京都信金の「ゆたかなコミュニケーション
室」室長の冨田知宏氏にヒアリングを行った。ヒ
アリングを通じて明らかになったのは、コロナ禍
以前から「地域のために」を目標として努力する
京都信金の姿であった。以下では「2、コロナお
よび地域課題への対応」「3、「寄り添う金融・つ
なげる金融」」「4、人材育成と支店の意味」と節
を分けて京都信金の取り組みについて示していき
たい。

2. コロナおよび地域課題への対応

　京都信金は、コロナへの対応として「アフター
コロナ推進プロジェクト」を、また地域の課題に
対して「京信人材バンク」といった試みや「創業
支援」「事業承継」にも積極的に取り組んでいる。
ここでは、これらの取り組みの概要について触れ
たい。なお、このいずれの取り組みについても、
コロナ以前から継続して行われている努力の一環
なのであるが、この詳細は「3､『寄り添う金融・
つなげる金融』」にて触れたい。
　まず、「アフターコロナ推進プロジェクト」に
ついて示す。これはコロナウイルスの感染拡大が
止まらないことを前提として、その環境下で取引
先企業の販路拡大などの具体的課題について特化
して扱うプロジェクトである。
　京都信金は、日本でコロナの感染拡大が始まっ
た３月頃から取引先、特にコロナ禍で被害が大き
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い「飲食業」「観光業」を中心に全取引先
を悉皆的に訪問し、取引先の当面の資金繰
りについて相談を行っている。特に５月以
後には、国のコロナ対策、無利子無担保の
制度融資を利用して地域企業の資金繰りを
支えている。「アフターコロナ推進プロジェ
クト」は、このような当面の資金繰りを支
援した後に、特にコロナ下で企業が売上高
を回復するために何ができるのかといった
ことを専門的にサポートする。
　より具体的な成果も出始めている。11
月 14 日に高槻市にて行われた「高槻グル
メピクニック」がその一例である。京都信
金高槻支店の担当者が中心となった試み
で、当地でピクニックを開催し、高槻市の
飲食店が製作したお弁当を提供した。それ
に加えて加盟のお店で利用でき、一定回数
貯まれば景品と交換できるスタンプカード
も配布した。このような試みを通じて、取
引先企業の売上高回復に少しでも寄与でき
るような努力が続けられている。
　「京信人材バンク」は、「まちの人事部」
という理念のもと、人と人とをつなげる活
動をしたいという観点から出発した社内ベ
ンチャーである。地域で自分に合った新し
い仕事にチャレンジしたい人（求職者）と
人材不足の事業者（求人事業者）、京都信
金はこの両者の間を取り持っている。「3､

『寄り添う金融・つなげる金融』」で述べる
ように、京都信金は取引先企業の課題解決
を指向しており、その具体的なニーズを聞
くことが現在営業の主眼となっている。こ
れらの営業を通じて入手した細かいニーズ
に対応する点をサービスのセールスポイン
トとしている。ただし、現在は求人事業者
のニーズが先行しており、求職の登録者を
増やすことが今後の課題だという。
　中小企業の廃業も地域の大きな課題で
あり、この点について京都信金は創業支

援を第一にというスタンスで携わってい
る。例えば 2006 年からは「ここから、は
じまる」という創業支援を、さらに本年
11 月２日からは「ここから、はじまる　
QUESTION」という新たな創業支援に特
化した制度融資の取扱を始めている。これ
らの商品では借入からしばらくの間金利は
０％であり、創業期の資金繰りを補助する
ものとなっている。これらの制度融資で
は、京都信金は信用保証協会などに頼らず
自力で倒産リスクを引き受けている。行政
が用意する制度融資は信用保証協会や行政
が最終的な倒産リスクを引き受けることが
多く、リスクを自力で引き受ける制度融資
を用意している点に京都信金の注力度合い
が伺える。また、孤独になりがちな起業家
どうしの横の繋がりを作る「起業家成長サ
ロン」といった催しも開き、資金調達だけ
ではなく他側面の支援も行ってきた。
　事業承継対応でも、先代から後継ぎへの
スムーズな事業の継承をサポートする制度
融資を用意している。スムーズな事業の継
承を妨げる一つの要因は、債務保証を受け
継ぐことに継承者が二の足を踏むことであ
り、この制度融資は一定の条件下でその担
保の徴収をやめるという制度である。中小
企業の廃業問題に注力するために、京都信
金は専門の部署も用意している。「事業後
アトツギ支援部」という事業承継を専門に
扱う部署を作り、さらに現在は「企業成長
推進部」に統合されたものの、創業支援を
行う「創業支援部」も過去に存在していた。

3.「寄り添う金融・つなげる金融」

　「2､ コロナおよび地域課題への対応」で
は近年の京都信金の取り組みについて紹介
したが、これらの取り組みは地域金融機関

特集　コロナに克つ　～ つながりと協同の新たな地平へ



くらしと協同（第 34 号）

34

として企業の課題解決に貢献しようという
より広い取り組みの一環でもある。ここで
は、この広い取り組みという点について「寄
り添う金融・つなげる金融」というキーワー
ドを中心に明らかにしたい。
　まず、「寄り添う金融・つなげる金融」
という理念について簡単に説明しておく。
京都信金は旧来の金融機関の営業が財務関
係に偏重していた点を問題視している。す
なわち、なるべく多くの資金を借りてもら
えればそれでよいというだけの営業では、
顧客企業のためにならないし、京都信金側
にとっても他の金融機関との金利競争と
なってしまう。その代わりに京都信金は、
長期的に顧客企業とコミュニケーションを
行い、顧客企業の抱える課題、具体的には
販路の拡大や人材育成などをはっきり把握
したうえでその解決を手助けする。もしそ
の結果、資金需要が生じた場合には京都信
金を使っていただく。
　この一例がビジネスマッチングである。
例えば、西陣織の企業が水に濡れても大丈
夫な糸を探しているとする。京都信金の営
業担当者が企業を訪問してそのようなニー
ズを聞き出した後、社内のビジネスマッチ
ング用掲示板にその旨を書き込む。すると
その情報が京都信金の営業担当者全員に共
有され、条件に合致する企業を知っている
他の営業担当者がその旨を連絡して両企業
の間を取り持つのである。後は先に述べた
通りであり、マッチングが成功した後に資
金需要が発生すれば、その折には京都信金
がそれに応える。また、マッチング自体で
は手数料などは徴収していない。
　このような営業を行うためには、営業担
当者が質的にも量的にも取引先企業を知悉
していることが必要となる。京都信金の場
合には、営業担当者一人につき数十の担当
先を持ち、担当者によってはより多くの取

引先を受け持つ場合もある。この営業担当
者が京都・大阪・滋賀で合計して約 500 人
程おり、この営業人員を中核としたネット
ワークが京都信金のビジネスマッチング事
業を支えている。
　また、このような営業に注力するために、
京都信金は 2017 年から営業ノルマを廃止
している。この場合の営業ノルマは、本店
などから割り振られた預金何円・ビジネス
マッチング掲示板に何件書き込みといった
数値目標を指している。このような営業ノ
ルマが存在していると、どうしても無理な
営業が発生してしまい、それでは長期的に
顧客のためにならないという判断からであ
る。また、ノルマが存在していることで直
接的に営業成果に繋がらない活動が後回し
にされがちとなってしまう点も長期的に見
てマイナスとなってしまう。
　2020 年からは数値目標を完全に無くし、
目標の設定は完全に各個人に委ねてその達
成度を自己評価する、という方式が採用さ
れている。この人事評価方式の主軸となっ
ているのが「活動目標シート」である。３ヵ
月毎に各個人に目標とすることを自由に書
いてもらい、その後に支店長と「Boss ミー
ティング」や同僚など３名と「１ on ３　
ミーティング」を行い、目標設定やその達
成について複眼的に評価する機会を設けて
いる。
　以上のような課題解決型の金融への取り
組みは、半世紀前の「コミュニティ・バン
ク」宣言に遡るという。高度成長渦中の
1971 年に、信用金庫は地域があって活動
できるのだから地域のために、地域と共に
やっていこうという宣言を行った。そのよ
うな伏流水が再度顕著に表れたのが 2008
年に 85 周年を期に先代の増田理事長が構
想した「絆づくり 5 ヵ年計画」からであり、
特に 2018 年に現在の榊田理事長に交代し
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てから一気に加速したとのことである。職
員皆で寄ってたかって地域・企業に対して
お節介を焼き「寄り添う金融・つなげる金
融」を実施している。

4. 人材育成と支店の意味

　第３節で見たように、京都信金の課題解
決型の営業を担うのは現場の営業担当者で
ある。だとすれば、それらの営業担当者を
含めて職員の育成が非常に大きな課題とな
る。またその際、顧客との接点という意味
で支店の果たす役割はいまだ重要なものが
ある。第４節では課題解決型の営業を支え
るいくつかの条件、すなわち人材育成への
取り組みと支店の持つ意味について検討する。
　人材育成への取り組みは、通常の業務の
中で OJT を通じて行われるものと、特殊
な研修の二つに大まかに分けることができ
る。まずは OJT を通じたものから検討す
る。採用された新入職員は基礎的な知識の
研修を終えた後、支店に配属される。その
後に新入職員１人に対して先輩職員を１人
割り振り、主としてその先輩から教えを受
ける。これをインストラクター制度という。
ただし、新人の育成はインストラクターと
なる先輩だけでなく、支店の人員全体で行
う。このような試みの後、各個人の適性を
考慮してその後の担当職務を決定する。
　さらに、成功体験などを他の職員と共有
するための社内 SNS も存在する。庫内専
用の SNS である「Yammer」と「TUNAG」
がそれであり、前者がオフィシャルな業務
に関わるもの、後者がややプライベートな
交流に比重を置いている。Facebook のよ
うなインターフェースで使いやすい SNS
であり、職員が過去このようなことをして
その結果こうなったといった過去の体験を

投稿して共有できる。いずれも京都信金が
金融機関としては先駆的な導入例でかつ成
功例だという。この成功については、ノル
マ設定がある場合には１軒でも多く回るこ
とが目標となるため、SNS の投稿が盛り
上がりにくくなり、会社に根付かないので
はないかと京都信金では考えているという。
　余談ながら、これらの SNS 導入の背景
には京都信金の「日本一コミュニケーショ
ンが豊かな会社を目指す」という方針が関
係している。これは、対外的な情報発信に
加えて京都信金内部でのコミュニケーショ
ンについても活発である必要があるという
理念であり、京都信金のユニークな点であ
る。このために京都信金の広報担当部署は

「ゆたかなコミュニケーション室」と命名さ
れている。
　人材育成のうち、研修制度についても説
明する。今回伺ったのは三種類の研修制度
であり、それぞれ「取引先企業派遣研修」

「目利きスタジアム」「チャレンジ研修」と
命名されている。「取引先企業派遣研修」
は、京都信金の職員が１ヶ月間京都信金の
取引先企業に出向する研修制度であり、既
に 10 年以上続いている。比較的若い職員
を中心として、１年に 10 人強派遣される。
受け入れ先は基本的にこれまで職員が自分
で担当したことのない取引先であり、また
研修中は必ずしも財務関連の業務を行うわ
けではない。派遣先もお寺やホテル、製造
業の工場などバラエティーに富んでいる。
この研修を通じて、職員には金融機関では
なく顧客企業側からの視点を学ぶことが期
待される。受け入れ側の企業からも、金融
機関の視点が解ると好評だそうである。
　「目利きスタジアム」は、ある業界の目
の付け所を皆でプレゼンし合おうという試
みである。１つの業界について立候補を募
り、その業界について各々が調べて５、６
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人がプレゼンを行う。最終的に誰のプレゼ
ンが最も評価されたかを競う。報告する側
はもちろんのこと、聞き手側からしても一
つの業界について複数回発表を聞くことに
なるため、自然とその業界に詳しくなる。
　「チャレンジ研修」は自分でテーマを設
定して、それを行うことをサポートする研
修制度である。過去の利用例としては、ス
イスで 2 週間スキーをする、パタゴニアの
創業者に会いにアメリカに行く、などバラ
エティーに富んでいる。なお、かかった費
用は経費とできる。
　以上のように、従来金融機関が持ってい
た目線だけでなく、多様な経験を基に顧客
企業の目線も取れるような職員の育成を京
都信金は目指している。
　次に、課題解決型営業にとって、支店の
持つ意味についても考察する。第一に、支
店は新人育成の場所としても機能してい
る。先に述べたように、採用された新入職
員が最初に配属されるのは支店であり、そ
の支店の人間関係や顧客とのやりとりの中
で新人の成長が企図されている。また、「活
動目標シート」の評価やその後のキャリア
パスについても支店長が関わっており、支
店の中での人間関係が果たす役割は大きい
ものと考えられる。
　第二に、審査の際に現場の意見が尊重さ
れるという点である。先に述べたように、
京都信金は創業支援について積極的に行っ
ているが、その際の審査基準については過
去の事業実績ではなくて、将来のキャッ
シュフローや事業計画、また人物や取引先
などを見て総合的に審査することになる。
そして、もちろん本店審査部も査定を行う
ものの、規定に外れがなければ基本的に支
店の判断を優先するという。これは現場し
か知らないことがあるのだから、現場の意
見を尊重するという判断から来ている。

　第３に、支店は顧客との接点としての意
味も持つ。京都信金は京都府内だけで 60
数ヶ店の支店を持ち、その地理的な近接性
を活用して徒歩なりバイクなりで路地の裏
までくまなく回るという営業を行ってい
る。また、利用者にとってみれば支店が近
い方が一般には便利であり、来店の頻度な
ども上がる。結果として「お宅のとこの子
どもさん、ことし大学生でしたっけ？」と
いった距離の近い接客が可能となる。この
距離の近さゆえに、中小企業との間にその
課題を聞けるような密接な関係性を築くこ
とが可能となる。
　これは都市銀行などと比べると違いが明
白である。京都において、都市銀行は支店
数が少なく、大きな規模の支店に多数の営
業人員が配属されている形となっており、
広範囲をカバーするために車を利用した営
業になる。このため小口の資金需要を賄う
にはコストが高くなりがちで、営業効率を
あげるためには規模の大きな取引先を回る
必要が出てくる。また、中小企業との間に
密接な関係性を構築・維持するのは、地理
的近接性からも難しくなる。
　以上のような、支店の持つ重要性のため、
京都信金は現在のところ支店網を可能な限
り維持するという。これは不採算の支店を
積極的に整理する都市銀行のものとは明確
に異なる路線である。

おわりに：
協同組織であることの意味

　最後に、以上のような課題解決を指向す
る金融が、協同組織である信用金庫により
適したものであることを述べて締めくくり
としたい。日本において多くの銀行は、株
式会社として運営されている。また、銀行
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の多くは証券取引所に上場してもいる。こ
れは社債や株式発行で資金調達がしやすく
なるといったメリットがある一方で、株主
から短期的な利益を最大化してほしいとい
うプレッシャーを受けることにもなる。そ
れゆえ、短期的に成果が出ない事業は原理
的に扱いづらくなる。
　他方で、信用金庫はあくまで協同組織で
あり、地域の賛同者から出資を募り、地
域のためになる事業を行うことを旨とす
る。このため、株式会社と違い、短期的に
利益が出ない事業であっても、腰を据えて
取り組むことが可能となる。「寄り添う金
融・つなげる金融」またそれを支えるノル
マ制度の廃止と人事評価や研修制度、社内
SNS や支店網などは、長期的な取り組み
を必要とするため、信用金庫により適した
あり方ではないだろうか。地域金融機関の
未来は、このような模索の先にあると感じ
る。
　末尾ながら、どうにも長くなってしまっ
たヒアリングに丁寧にご対応いただいた京
都信金の冨田さまにこの場を借りてお礼申
し上げます。

取材風景　京都信用金庫本店にて
冨田 知宏氏（左）と林 直樹（右）


